
＜別紙２－１(共通評価・障害者・児福祉サービス版）＞※障害グループホームは別途規定 （別紙）

評価対象Ⅰ　福祉サービスの基本方針と組織

Ⅰ-１　理念・基本方針

第三者評価結果

【1】 Ⅰ－1－(１)－①　
b

Ⅰ-２　経営状況の把握

第三者評価結果

【2】 Ⅰ－２－(１)－①
b

【３】 Ⅰ－２－(１)－②
b

　事業経営をとりまく環境と経営状況が的確に把握・分
析されている。

<コメント>

法人として障害児・者の施設入所と訓練センター、グループホーム等を運営し、行政や関係機関
との連携を通じて障害福祉全体の把握・分析を行っています。国・県・市や福祉関係団体の会合
等に施設長が参加し情報収集に努めるほか、法人理事会や評議員会等で検討し、適宜事業運
営に反映しています。年度ごとに施設の稼働状況や推移、コスト分析等を実施し、地域住民や地
域の企業、ボランティア等との交流を通じた地域の福祉ニーズの把握にも努めています。なお、
地域福祉保健計画との連動性について検証を行うなど、施設の再整備事業の実効性を高める
ための取組が期待されます。

　経営課題を明確にし、具体的な取り組みを進めてい
る。

<コメント>

法人本部で各施設・事業所の活動収益や人件費率等の収支状況を比較・分析し、法人全体で
情報共有しながら各々の課題抽出を行うとともに、法改正や制度変更、社会情勢の変化等を踏
まえ、各施設・事業所が示す改善策に基づいて法人理事会・評議員会で検討し、事業運営の方
向性を定めています。施設の改善課題は中長期計画や年度の事業計画に位置づけ、事業計画
書に明示して各フロアに配布し、全体会議等で周知して組織全体で取り組むこととしています。
一方で、職員ごとに認識のばらつきが生じていることから、今後さらなる周知と理解浸透に向け
た取組が期待されます。

第三者評価結果

※すべての評価細目（45項目）について、判断基準
（ａ・ｂ・ｃの3段階）に基づいた評価結果を表示する。
※評価項目毎に第三者評価機関判定理由等のコメ
ントを記述する。

Ⅰ-１-（１）　理念、基本方針が確立・周知されている。

　理念、基本方針が明文化され周知が図られている。

<コメント>

法人・施設のホームページや法人事業の要覧に基本理念を明示し、広く周知しています。また、
基本理念に基づく年度ごとの支援方針をフロア別に策定し、日々実践に努めています。理念の
内容は入職時に説明するほか、年度事業計画書に明示して各フロアに配布し、年度当初の全体
会議でも説明して理解浸透に努めています。一方で定期的な確認の機会はなく、職員ごとの認
識に差異が生じています。措置入所のケースが多く、保護者への説明機会は少ない状況です
が、契約による入所など、可能な範囲で入所時等に説明を行っています。

Ⅰ-２-（１）　経営環境の変化等に適切に対応している。　



Ⅰ-３　事業計画の策定

第三者評価結果

【4】 Ⅰ－３－(１)－①
b

【5】 Ⅰ－３－(１)－②
b

【6】 Ⅰ－３－(２)－①
b

【7】 Ⅰ－３－(２)－②
c

　事業計画は、利用者等に周知され、理解を促してい
る。

<コメント>

施設入り口の掲示板に事業計画書を掲示し、面会などで来訪した保護者等が閲覧できるように
していますが、2020年度は新型コロナウイルス感染症の感染防止に鑑み、面会中止となってい
ることから、事業計画書の掲示は行っていません。また、措置入所など家族との関係性に配慮を
要するケースが多いことなどを踏まえ、子どもや保護者等に対する事業計画の説明は実施して
いません。

Ⅰ-３-（２）　事業計画が適切に策定されている。

　事業計画の策定と実施状況の把握や評価・見直しが
組織的に行われ、職員が理解している。

<コメント>

年度ごとに事業計画書を作成し、施設全体の重点目標と支援体制、児童の状況等のほか、開催
行事に関する全体余暇計画、健診や予防接種等に関する保健計画、食事に関する栄養計画な
ど、子どもの養育支援に係る施設内共通の様々な計画を策定しています。また、職員研修や地
域交流等の内容も盛り込み、全9項目に亘る当該年度の取組内容を明確化して掲載していま
す。フロア別にも、前年度の評価・分析結果を踏まえて支援方針と支援重点目標を策定し、フロ
アごとの具体的な支援内容余暇支援・社会体験などの開催行事を明示しています。一方で、中
長期計画は施設再整備計画に特化した内容となっていることから、相互の連動性はない状況と
なっています。

<コメント>

事業計画書は前年度の課題抽出と次年度の改善策を盛り込み、施設長が年度末に取りまとめ
て策定しています。また、フロアごとにも各々の実情に応じた独自の年度計画を策定し、事業計
画に組み入れています。各階のフロアチーフを中心に年度別の支援方針と重点支援目標を策定
するほか、月間目標や余暇支援・社会体験等の活動内容も職員の意見を反映して設定するな
ど、計画策定に職員が参加する体制を構築し、フロア会議を毎月定例開催して、定期的な実施
状況の評価・確認も行っています。一方、事業計画書の内容は年度当初の全体会議で職員に周
知していますが、個々の状況によって認識や理解の度合いに差異が生じています。

Ⅰ-３-（１）　中・長期的なビジョンと計画が明確にされている。

　中・長期的なビジョンを明確にした計画が策定されて
いる。

<コメント>

施設の中長期計画として、令和3～7年度の5ヵ年に亘る再整備事業計画を策定しています。計
画では施設の建替えのほか、短期入所や日中一時支援事業等の付帯事業の充実化と障害児
通所支援事業の新設等を明示し、各年度の事業内容と実施時期を明示した工程表も添付して計
画遂行の確実性を高めています。また、再整備事業計画の策定に際し、事前に職員アンケート
を実施して居住環境や設備・備品の導入を検討するなど、子どもの支援の実情に即した環境設
定に配慮しています。一方で、計画は施設の再整備事業に特化した内容となっています。

　中・長期計画を踏まえた単年度の計画が策定されて
いる。



Ⅰ-４　福祉サービスの質の向上への組織的・計画的な取組

第三者評価結果

【8】 Ⅰ－４－(１)－①
b

【9】 Ⅰ－４－(１)－②
b

評価対象Ⅱ　組織の運営管理

Ⅱ-１　管理者の責任とリーダーシップ

第三者評価結果

【10】 Ⅱ－1－(１)－①
b

【11】 Ⅱ－1－(１)－②
a

就業規則や服務規律をはじめ、個人情報管理、ハラスメント防止など様々な規程をまとめた規則
書を整備し、全職員に周知して組織全体の法令遵守の徹底に努めています。また、経理規程の
中で外部取引事業者との公平・公正な関係性の維持・構築を明文化しています。施設長は、外
部研修や各種会合への参加を通じて、障害福祉のほか労働法規や消防、建築など、社会全般
の法令について情報収集を行うとともに、業務に関する重要な法令については、全体会議等を
通じて職員に説明し、職員の法令遵守の徹底と知識習得、意識向上に努めています。

Ⅱ-１-（１）　管理者の責任が明確にされている。

　管理者は、自らの役割と責任を職員に対して表明し理
解を図っている。

<コメント>

施設長は年度当初の全体会議で事業計画書の内容を説明し、自らの所信を表明しているほか、
業務マニュアルの中で施設長の職責を明示し、全体への周知に努めています。また、不在時の
対応についても、組織図で指示系統を明確化するとともに、主任・副主任・事務長との連絡体制
に基づいて順次権限移譲を図ることを明文化しています。一方で、施設長の責任権限や具体的
な役割については、職員の経験年数や勤務形態等によって周知と理解状況に差が生じていま
す。

　遵守すべき法令等を正しく理解するための取組を行っ
ている。

<コメント>

<コメント>

法人の基本方針に「個人の尊厳と健やかな育成、個々の能力に応じて自立した日常生活を送る
ための適切な支援を行う」ことを明示し、子どもに安心・安全で家庭的な生活環境を提供すること
を職員間の共通認識として、日々実践に努めています。外部の専門家を招いて内部研修を開催
し、ケースカンファレンス通じて専門的な助言を得ているほか、毎月定例開催のフロア会議で職
員が相互に支援内容を協議するなど、支援の質向上を図る体制を構築しています。2013年以
降、定期的に第三者評価を受審しているほか、施設内に評価運営委員会を発足して継続的な課
題改善に取り組んでいます。なお、自己評価の基準策定に向け、現在準備を進めています。

　評価結果にもとづき組織として取り組むべき課題を明
確にし、計画的な改善策を実施している。

<コメント>

事業報告書を策定し、事業計画の進捗及び達成状況の確認と次年度に向けた課題の抽出を
行っています。また、フロアごとにも各々の在籍者数と入退所の状況をはじめ、支援重点目標と
活動状況の評価・課題分析を実施して、次年度の事業計画への反映と職員間の認識の共有化
に努めています。事業報告書に基づいて抽出された全体的な課題は、全体会議を通じて施設長
が取りまとめを行うほか、フロアごとの課題については各階のフロア会議を通じて職員間で協議
し、次年度の支援方針や重点支援目標につなげるなど、職員が参画し改善策の策定を行う仕組
みを構築しています。一方、職員ごとに理解や認識のばらつきが生じています。

Ⅰ-４-（１）　質の向上に向けた取組が組織的・計画的に行われている。

　福祉サービスの質の向上に向けた取組が組織的に行
われ、機能している。



【12】 Ⅱ－1－(２)－①
a

【13】 Ⅱ－1－(２)－②
a

Ⅱ-２　福祉人材の確保・育成

第三者評価結果

【14】 Ⅱ－２－(１)－①
a

【15】 Ⅱ－２－(１)－②
b

職員育成計画を策定し、入職初年度～5年目以降までの目標と習得すべき業務内容を列記して
期待水準を明確化しているほか、職務要件表を定め、職員階層別の能力や専門資格、昇格要
件等を明示して全職員に周知しています。職員の採用にあたっては、専門的な支援の実践に鑑
み、保育士等の有資格者を対象に採用活動を実施しています。職員数・人員配置は各フロアの
実情に合わせて検討し、年度末に職員から希望・就業継続の意向を聴取して計画的な人員補充
と調整を行っています。福祉人材の確保に向け、ホームページへの情報掲示や就職セミナーへ
の出展、就活生向けパンフレットの作成・配布など、法人全体で積極的な採用活動を行っていま
す。

　総合的な人事管理が行われている。

<コメント>

業務マニュアルに期待される職員像を明示し、入職時のオリエンテーションで説明するほか、マ
ニュアルを個別に配付して周知に努めています。また、職務要件表を定め、職員の階層や経験
年数に応じた業務内容と必要な能力、昇格要件など基準をマニュアルに添付し、随時閲覧でき
るようにしています。職員の能力評価は、業務マニュアルの項目に沿って基準を設け、業務遂行
能力や支援の専門性など、複数の視点査定を実施するほか、フロア会議等で出された職員の提
案・意見を反映し、職場環境の処遇改善にも取り組んでいます。一方で、職員が将来像を描ける
キャリアビジョンの構築は今後の課題となっています。

<コメント>

施設長は、施設内の人事や労務、事業の収支状況など施設全体の運営状況について分析・評
価を行うとともに、法人理事会や評議員会へ報告の上、協議・検討を実施して相互に情報と経営
課題の認識共有化を図っています。法人理事会での協議内容や決定事項は、施設の全体会議
で説明し周知を図るほか、各階のフロア会議等で全職員に情報伝達し、経営改善と業務実効性
の向上に努めています。各フロアの子どもの状況や時間帯等に応じて職員配置を行うほか、職
員の要望や意見を聴取するなどして労働環境の改善に努めています。また、省エネや備品管理
等の経費節減についても全体会議で周知し、職員の意識形成に努力しています。

Ⅱ-２-（１）　福祉人材の確保・育成計画、人事管理の体制が整備されている。　

　必要な福祉人材の確保・定着等に関する具体的な計
画が確立し、取組が実施されている。

<コメント>

Ⅱ-１-（２）　管理者のリーダーシップが発揮されている。

　福祉サービスの質の向上に意欲をもち、その取組に
指導力を発揮している。

<コメント>

施設長は、前年度の事業運営の実施状況の振り返りを行うほか、評価・分析の結果に基づく対
策の検討・立案を実施して次年度の事業計画の内容に反映するなど、施設全体のサービス向上
に努めています。また、子どもに安心・安全な生活環境の提供に向け、主任と役割分担しながら
職員への助言・指導を行っています。内部研修の開催や外部研修への派遣など通常の職員研
修に加え、新型コロナウイルス感染防止に向けた勉強会を複数回実施するほか、組織内のチー
ムビルディングを目的に、外部講師を招いて階層別研修をシリーズ開催するなど、職員の教育・
育成にも力を入れています。

　経営の改善や業務の実行性を高める取組に指導力を
発揮している。



【16】 Ⅱ－２－(２)－①
b

【17】 Ⅱ－２－(３)－①
b

【18】 Ⅱ－２－(３)－②
a

<コメント>

【19】 Ⅱ－２－(３)－③
a

<コメント>

期待する職員像を業務マニュアルに記載し、周知と実践を促すほか、基本理念に沿ってフロアご
とに年度の自立支援目標を策定し、安心・安全で家庭的な生活環境の提供と子どもの健全な成
長・自立を支援することを職員間の共通認識としています。施設として全職員を対象に各年度で
目標管理面接を実施し、主任やフロアチーフなど上席者との面談を通じて、年度当初の目標設
定と中間評価、年度末の振り返りなど年3回の面接を実施し、個々の職員の資質向上に努めて
います。なお、個々の目標設定は年度内を達成時期に設定していますが、目標項目や目標水準
は大まかな内容となっています。

　職員の教育・研修に関する基本方針や計画が策定さ
れ、教育・研修が実施されている。

　職員一人ひとりの教育・研修の機会が確保されてい
る。

<コメント>

<コメント>

施設長を労務管理の責任者とし、主任と協働して職員の就業状況の管理を行っています。ストレ
スチェックを定期実施するほか、必要時は随時面談し休暇取得や受診勧奨等を行っています。
職員からの相談は研修講師でもある外部コンサルタントを窓口に随時受付を実施し、行政や社
会福祉協議会等の専門相談機関への紹介も行っています。職員のワークライフバランスにも配
慮し、介護・育児休暇の取得やフロアの配置転換等の要望にも応じるほか、福利厚生として健康
診断、予防接種等の費用補助等を行っています。労働環境の改善に向け、年間休日数の増加
や勤務体系の見直しも行っています。法人の職員向け相談窓口は次年度に設置予定となってい
ます。

Ⅱ-２-（３）　職員の質の向上に向けた体制が確立されている。

　職員一人ひとりの育成に向けた取組を行っている。

職員の知識や技術水準、専門資格の取得状況は施設長・主任が把握し、外部研修への派遣な
ど各々の状況に応じた教育・研修を実施しています。チューター制度を導入し、OJTを通じた実践
的な新人の教育指導と、中堅職員の効果的な育成の両立を図り、相互の資質向上と交流の活
性化に努めています。新人教育の内容及び評価はチューター会で検討するほか、施設長・主任
が積極的に関わり、新人・チューター双方の育成をコーディネートしています。外部研修の情報を
回覧し受講勧奨を行うほか、様々なテーマで内部研修を開催し、職員が参加しやすい時間帯に
開催する等の配慮を行っています。昨年度から外部講師を招いて階層別研修を行うなど、施設
全体の組織力強化と職員の資質向上にも取り組んでいます。

Ⅱ-２-（２）　職員の就業状況に配慮がなされている。

　職員の就業状況や意向を把握し、働きやすい職場づく
りに取り組んでいる。

職員育成計画を策定し、1年目から5年目以降までの各年の到達すべき水準と具体的な業務内
容を業務マニュアルに明示して、全職員に周知と実践を促しています。職務要件表を定め、職員
階層別の業務に関する期待水準と必要な能力、専門資格等を明確化し、職層に応じた適切な職
務遂行能力の習熟を示唆しています。職員研修は各フロアのチーフで構成するチーフ会が担当
し、年度研修計画の策定及び研修内容の検討・評価を行い、次年度の内容に反映しています。
積極的に外部研修の受講勧奨を行うとともに、研修成果を現場業務に反映・活用するための考
察を報告書に記述するよう書式変更するなど、職員の主体性と意識向上を図る工夫を行ってい
ます。



【20】 Ⅱ－２－(４)－①
a

Ⅱ-３　運営の透明性の確保

第三者評価結果

【21】 Ⅱ－３－(１)－①
b

【22】 Ⅱ－３－(１)－②
a

Ⅱ-４　地域との交流、地域貢献

第三者評価結果

【23】 Ⅱ－４－(１)－①
b

施設の子ども・職員とで施設近隣の柏葉公園の定期清掃を実施するほか、地域のお祭りやラジ
オ体操、ハロウィン等のイベントにも職員が同行して参加しています。また、必要に応じて付近の
コンビニや地区センター、中区周辺の公共施設等の情報を子どもに伝えています。長年、地元企
業や個人、団体をボランティアとして受け入れるほか、施設の環境整備や清掃等を通じて、子ど
もたちへの理解を深めてもらうよう努めています。なお、事業計画書に地域交流の項目を設け、
実習生やボランティアに対する基本的な考え方を明示していますが、広く地域との関わりに関す
る考え方は明文化していません。

<コメント>

法人共通の人事・経理・事務等に関する様々な規定を網羅した規則書を整備し、適正な組織運
営のためのルールを明確化しています。規則書を各フロアの事務室に配置し、随時閲覧できる
ようにしているほか、毎年見直しと更新を行い、全体会議等を通じて周知しています。公認会計
士や税理士など、外部専門家からの助言・指導を取り入れ、事業運営に反映するほか、福祉・介
護職員処遇改善加算の導入など、職員の処遇水準と経営状況の改善にも努力しています。法
人の監事による内部監査を年2回、会計監査を年1回定期的に実施して、法人全体の組織運営
に関するチェックを行っています。

Ⅱ-４-（１）　地域との関係が適切に確保されている。

　利用者と地域との交流を広げるための取組を行って
いる。

<コメント>

Ⅱ-３-（１）　運営の透明性を確保するための取組が行われている。

　運営の透明性を確保するための情報公開が行われて
いる。

<コメント>

法人・施設のホームページに、法人の沿革や施設概要、定款と過去4年分の決算帳票を公表し、
積極的な情報公開に努めています。施設のページでは1日の流れに沿って生活支援の様子を写
真付きで分かりやすく紹介しています。第三者評価を定期的に受審しているほか、法人の要覧を
利用者・家族や関係機関、ボランティア等に配布し、法人の運営方針や実施事業の理解浸透に
努力しています。一方、広報誌などの作成は行っておらず、また独立行政法人医療福祉機構の
運営する情報掲載サイトに掲載されている施設情報は不十分な状況となっています。

　公正かつ透明性の高い適正な経営・運営のための取
組が行われている。

　実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育
成について体制を整備し、積極的な取組をしている。

<コメント>

実習生受け入れマニュアルを策定し、障害児及び入所施設の理解と職業倫理・意識の習得を目
的に掲げ、保育士実習の受け入れを行っています。実習担当者に保育士の有資格者を配置し、
受け入れ手順や説明内容、留意事項等を詳細に定め、対応の統一化を図っています。2019年
度は神奈川県内外20校以上の養成機関から63名、224日間の保育士実習を受け入れていま
す。横浜市や地元企業の職員研修を受け入れるとともに、地域の中学・高校等から職業体験実
習も受け入れています。保育士実習では、障害児支援の理解を目的に宿泊による実習プログラ
ムを実施するほか、実習養成校への連携強化にも努めています。

Ⅱ-２-（４）　実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成が適切に行われている。



【24】 Ⅱ－４－(１)－②
b

【25】 Ⅱ－４－(２)－①
a

【26】 Ⅱ－４－(３)－①
b

【27】 Ⅱ－４－(３)－②
b

　地域の福祉ニーズ等にもとづく公益的な事業・活動が
行われている。

<コメント>

横浜市中区の福祉避難所の指定を受け、災害時は地域の要援護者を受け入れる体制を整備し
ているほか、子どもと職員が協力して、施設近隣の柏葉公園の清掃や駅前の清掃活動を定期的
に実施するなど、地域の美化活動への協力も行っています。施設長は中区障害者団体連絡会
や横浜市内の福祉型障害児入所施設連絡会をはじめ、子どもの通学先である立野小学校、仲
尾台中学校の学校家庭地域連絡協議会等に参加し、意見や要望を聴取して福祉ニーズの把握
にも努力しています。なお、2020年度は新型コロナウイルス感染防止に鑑み、施設独自の地域
交流事業や活動は実施していません。

<コメント>

横浜市こども青少年局や区の子ども家庭支援課、児童相談所等と定期的に連絡を取り合うほ
か、必要に応じて随時連携がとれる体制を構築しています。また、特別支援学校や小中学校、高
校など、子どもの通学先とも定期的に連絡会を行っています。施設長は横浜市内の福祉施設長
会議に参加して情報を共有し、過齢児の問題や待機児、入所児童の進路等の課題解決に取り
組んでいます。特に過齢児の受け入れ先については、法人のグループホーム等と連携し、子ど
もの地域生活への移行に向け取り組んでいます。

Ⅱ-４-（３）　地域の福祉向上のための取組を行っている。

　地域の福祉ニーズ等を把握するための取組が行われ
ている。

<コメント>

施設入所支援や短期入所、緊急一時入所など、様々な事情により家庭での生活が困難な子ども
の受け入れを積極的に推進するとともに、横浜市こども家庭課や区子ども家庭支援課、児童相
談所など関係機関との連携を通じて地域の福祉ニーズへの対応を行っています。また、公園清
掃や駅周辺の美化活動などを通じて地域との交流に努めています。施設として、子どもの自立と
地域生活への移行に鑑み、施設として今後さらなる地域との交流促進が必要と捉えています
が、地域自治会への加入や地域の運営委員会等への参加は行っていないほか、地域の福祉
ニーズの把握に向けた取組は今後の課題となっています。

　ボランティア等の受入れに対する基本姿勢を明確にし
体制を確立している。

<コメント>

ボランティア受入規程及びマニュアルを整備し、受け入れに関する基本姿勢を明文化していま
す。清掃や環境整備、繕い物、散髪、日中保育など、複数の団体・個人ボランティアを受け入れ
るほか、長期休暇を利用した中高生のボランティアも受け入れています。一方で、学校教育への
協力に関する基本姿勢の明文化は行っていません。主任を担当として、マニュアルに基づき障
害児の理解や日課、活動上の留意点等を説明しています。なお、子どもの健全な成長・発達に
鑑み、施設としてさらなるボランティアの導入と交流機会の増加が必要と捉えています。

Ⅱ-４-（２）　　関係機関との連携が確保されている。

　福祉施設・事業所として必要な社会資源を明確にし、
関係機関等との連携が適切に行われている。



評価対象Ⅲ　適切な福祉サービスの実施

Ⅲ-１　利用者本位の福祉サービス

第三者評価結果

【28】 Ⅲ－１－(１)－①
b

【29】 Ⅲ－１－(１)－②
b

【30】 Ⅲ－１－(２)－①
b

【31】 Ⅲ－１－(２)－②
b

　利用希望者に対して福祉サービス選択に必要な情報
を積極的に提供している。

<コメント>

利用希望者に対しては、主任が法人の要覧や入所案内等を用いて説明を行うほか、見学、体験
入所等にも対応しています。入所案内については年度ごとに内容を見直し、検討して変更を反映
しています。措置による入所者が多いため、要覧や入所案内を公共施設などには設置していま
せんが、関係する児童相談所、行政機関には配布し必要に応じて手に取れるようにしています。
なお、措置以外の入所希望者に対して、より理解しやすいパンフレットの作成など、施設の理解
を深めるためのさらなる工夫が期待されます。

　福祉サービスの開始・変更にあたり利用者等にわかり
やすく説明している。

<コメント>

入所にあたっては、見学や説明を時間をかけて行い、措置による入所の場合には関係する児童
相談所の担当ケースワーカーにサービス内容に関して説明してもらうよう要請しています。サー
ビスの変更、生活の内容等の変更にあたっては担当職員が個々に対応し、利用者の状況に応じ
て意思決定に必要な説明や支援を行っています。措置入所など家族との関係性に配慮を要する
ケースが多く、可能な場合は家族に説明しています。なお、利用者の障害が多様化していること
から、サービスの開始・変更時などに支援内容をより分かりやすく説明するための更なる工夫が
期待されます。

<コメント>

理念や基本方針に沿って策定した各種業務マニュアルや就業規則、倫理規定等を「規則集」とし
てファイル化し、全職員に配付して、子どもの個別性を尊重した支援の実践に努めています。子
どもたちとのコミュニケーションを大切にし、日々の様子や個々の状況に応じた支援を心がけ、気
持ちを表現しにくい子どもに対しても言葉かけを多くしています。グループワークによる基本的人
権の研修など職員が理解できるよう取り組んでいますが、定期的な研修や個々の状況の把握に
は至っていません。日々の記録や支援の中で、職員の気になる対応については気づいたことを
その都度施設長や主任が伝えるようにしています。

　利用者のプライバシー保護に配慮した福祉サービス
提供が行われている。

<コメント>

構造上の制約はあるものの、2人部屋に仕切りを設けるなど、子どものプライバシー確保のため
の工夫を行っています。子どもに対し相互にプライバシーを守ることの大切さ、一人ひとりが尊重
されるべき存在であること等を伝えるとともに、職員に対しても、倫理規定等に子どものプライバ
シー尊重を明示し、入職時の研修等で意識醸成を図っています。一方、業務マニュアルは安全
確保に配慮した記載が多い反面、入浴・排泄等の場面でプライバシーを守る対応に関する記載
はない状況です。措置入所など家族との関係性に配慮を要するケースが多く、家族等に対する
プライバシー保護の説明は行っていません。

Ⅲ-１-（２）　福祉サービスの提供に関する説明と同意（自己決定）が適切に行われている。

Ⅲ-１-（１）　利用者を尊重する姿勢が明示されている。

　利用者を尊重した福祉サービス提供について共通の
理解をもつための取組を行っている。



【32】 Ⅲ－１－(２)－③
a

【33】 Ⅲ－１－(３)－①
b

【34】 Ⅲ－１－(４)－①
b

【35】 Ⅲ－１－(４)－②
b

【36】 Ⅲ－１－(４)－③
b

<コメント>

日々の生活の中で、子どもたちが気軽に職員に相談したり意見を伝えることが出来るような雰囲
気作りに努めるとともに、自分の所属するフロアの職員以外でも相談できることを伝えています。
また、主任や施設長にも相談できることを伝えるとともに、居室やフロア以外にも、施設の面談室
や事務室等で相談できるようにしています。なお、苦情解決の仕組みについての掲示はあります
が、相談や意見を述べる場合に、複数の相談方法や相手を選べることなどをわかりやすく説明し
た文書を作成し提示するなど、さらなる周知のための取組が期待されます。

　利用者からの相談や意見に対して、組織的かつ迅速
に対応している。

<コメント>

職員は、日頃から子どもたちが相談したり、意見を言いやすい関係性の構築に心掛け、日々の
支援の中で子どもたちの話を傾聴し、随時相談に応じることが出来るよう努めています。性的な
問題など全ての子どもにとって必要な課題であっても極めて個人的な対応が必要な事案につい
てはアンケートや個別に面談するなどして、積極的に意見を集め、全体で課題解決に向けて取り
組むなどの対応をしています。相談や意見を受けた際はフロア日誌や個別の育成記録などに記
録し、内容に応じて、施設長、主任が対応策を協議していますが、対応手順等を定めたマニュア
ル等の整備には至っていません。

定期的な利用者面談や利用者会、家族会などはありませんが、子どもたちの誕生日には希望の
メニューを聞き取ったり、フロアごとのレクリエーションや外出、外食等の計画は、子どもたちの要
望を聞いて計画内容に反映しています。希望を伝えることが難しい子どもには、他のフロアの計
画を参考に、企画の種類を増やすなどして状況を観察し、意向を把握できるよう努めています。
職員は子どもたちの反応を汲み取り、日々の記録に個々の子どもの様子を記録して、支援内容
や計画に反映するようにしています。一方、満足度向上を目的とした改善のための体制作りは今
後の課題となっています。

Ⅲ-１-（４）　利用者が意見等を述べやすい体制が確保されている。

　苦情解決の仕組みが確立しており、周知・機能してい
る。

<コメント>

苦情解決制度について明文化し、苦情解決の仕組みが確立しています。苦情解決責任者は施
設長、苦情受付担当者は主任と副主任で、2名の第三者委員を設置し重要事項説明書に明記し
て、利用開始の際に説明しています。苦情記入カードも設置していますが、苦情は上がってきて
いません。施設内に設置した意見箱とともに、苦情解決の仕組みを掲示していますが、図やイラ
ストを用いたり、自動音声読み上げソフトの活用など、子どもにも理解しやすい方法を用いる等
の工夫が期待されます。

　利用者が相談や意見を述べやすい環境を整備し、利
用者等に周知している。

　福祉施設・事業所の変更や家庭への移行等にあたり
福祉サービスの継続性に配慮した対応を行っている。

<コメント>

他施設や家庭への移行にあたっては、継続性が維持されるよう関係機関との連携を図り、進路
調査書等に生活状況や生活面での支援経過など詳細に記入し、支援担当者と主任が移行先に
説明し、文書に残して引継ぎを行っています。移行後も必要に応じて通院に同行したり、進路先
を訪れたりして翌年にはアフターケアとして年に1回以上は連絡を取っています。移行後の対応
は主任または担当職員が窓口となり、必要に応じて相談できることを口頭で説明しています。

Ⅲ-１-（３）　　利用者満足の向上に努めている。

　利用者満足の向上を目的とする仕組みを整備し、取
組を行っている。

<コメント>



【37】 Ⅲ－１－(５)－①
a

【38】 Ⅲ－１－(５)－②
a

【39】 Ⅲ－１－(５)－③
a

Ⅲ-２　福祉サービスの質の確保

第三者評価結果

【40】 Ⅲ－２－(１)－①
b

<コメント>

業務マニュアルで福祉サービスの標準的な実施方法、支援員の業務やADLの支援方法、職員
の基本的な心構えと児童を支援する上での留意点などを明記し、規則書としてファイルしたもの
を全職員に配布しています。業務マニュアルに施設の基本理念と基本方針、支援方針を明示し
て、利用者の尊厳とプライバシーの保護、権利擁護等に関わる基本姿勢を示しています。入職
時にマニュアルに基づいて研修を行うほか、チューター制を導入し、先輩職員が新人職員を担当
して、OJTを通じた個別指導を実施するとともに、フロア会議でも振り返りを行っています。一方
で、マニュアルに沿った標準的な支援が行われているかを検証・確認する機会は設定していませ
ん。

　災害時における利用者の安全確保のための取組を組
織的に行っている。

<コメント>

非常災害時対応マニュアルを整備し、防災組織及び具体的な対応を詳細に規定するほか、火災
や地震、風水害、夜間対応等を想定した防災訓練を毎月実施し、有事の円滑な対応と施設全体
の防災意識の向上に努めています。子どもの支援に関する重要業務として、精神的安定や水
分・栄養摂取、排泄、衛生管理、ストレスケアなど、重要業務の優先順位と実施方法を一覧表に
して明示するとともに、子どもの通学先別に安否確認の方法も明確化しています。BCP（事業継
続計画）を策定し、災害備蓄もリスト化して看護師や栄養士と連携し管理を行っています。

Ⅲ-２-（１）　提供する福祉サービスの標準的な実施方法が確立している。

　提供する福祉サービスについて標準的な実施方法が
文書化され福祉サービスが提供されている。

　安心・安全な福祉サービスの提供を目的とするリスク
マネジメント体制が構築されている。

<コメント>

事故防止への取組、事故への対応を明文化し、事故防止委員会を設置して隔月に開催していま
す。事故対応のマニュアルを規則書にファイルし全職員に配布し周知を図っています。ヒヤリハッ
ト、事故報告書を記入し、事例を収集して、関係部署で改善策、再発防止策を検討し、徹底して
います。服薬に関するヒヤリハット事例を収集・分析し、食後の服用漏れが多い傾向から、看護
師を中心に職員間で話し合い、服薬が必要な子どもの座席にマークを表示をしたほか、すべて
のフロアが協働して服薬のダブルチェックを実施し、服用漏れを防止するなどの対策を実施して
います。また、毎年度末にマニュアルの見直しを実施しています。

　感染症の予防や発生時における利用者の安全確保
のための体制を整備し、取組を行っている。

<コメント>

感染症予防及び発生時の対応は、施設長・主任・看護師が連携し、円滑な対応に努めていま
す。感染症の予防と発生時等の対応マニュアルを作成し、年度末に見直しを実施して適宜内容
の更新を行うほか、感染症の流行状況を職員に周知し、必要に応じて勉強会も開催しています。
新型コロナウイルス感染症対策として、専用のBCP（事業継続計画）を策定し、具体的な対応手
順を明確化しているほか、検温と健康観察を徹底し、自動体温測定器の導入と手指消毒剤の設
置も行っています。施設内及び通学先の感染防止に配慮し、子どもが発熱した際は個室対応を
実施するとともに、全員の通学を停止するなどの措置を講じています。

Ⅲ-１-（５）　安心・安全な福祉サービスの提供のための組織的な取組が行われている。



【41】 Ⅲ－２－(１)－②
a

【42】 Ⅲ－２－(２)－①
b

【43】 Ⅲ－２－(２)－②
b

【44】 Ⅲ－２－(３)－①
b

【45】 Ⅲ－２－(３)－②
b

「個人情報の適切な管理と取り扱い」に基づき、子どもの支援に関する記録は電子データを含め
て、保管・保存・廃棄及び情報提供に関する規定を定めるとともに、情報漏えいの防止や事故発
生時の対応等について明示しています。記録管理の責任者は施設長で、年度ごとに職員に対し
守秘義務・個人情報保護について説明するとともに、誓約書を取得して対応の徹底を促していま
す。児童台帳等の個人情報書類は、事務室で施錠管理し、帯出する場合は必ず持ち出し簿に記
入して管理を行っています。措置入所など、家族関係に配慮を要するケースが多いことから、個
人情報の取り扱いに関する方針や具体的な取組内容は、入所案内を通じて可能な範囲で説明
を行っています。

Ⅲ-２-（３）　福祉サービス実施の記録が適切に行われている。

　利用者に関する福祉サービス実施状況の記録が適切
に行われ、職員間で共有化されている。

<コメント>

育成記録に統一の書式で、身体状況や生活状況等を記録し、必要に応じて閲覧できるようにし
ています。会議録や連絡事項のほか、記録などパソコンで共有できるソフトを導入し、フロア日
誌、子どもの個別記録を入力、閲覧できるようにしています。手書きの引継ぎノートなどでも伝
達、共有しています。各フロアの事務室に記入上の注意点を掲示し、日々の記録は施設長、主
任が必ず目を通し、必要に応じてメモや口頭で書き方の指導を行っています。日々の打ち合わ
せや会議の内容は、PCや紙面を通じて情報共有に努めていますが、職員間のより確実な情報
伝達と、さらなる共有化に向けた仕組みづくりは今後の課題となっています。

　利用者に関する記録の管理体制が確立している。

<コメント>

　アセスメントにもとづく個別的な個別支援計画を適切
に策定している。

<コメント>

入所時には健康、医療、日常生活などの現状を具体的にアセスメントシートに記入し、本人、家
族、関係機関などの意向や思いをアセスメントし、必要に応じて支援員、看護師、栄養士で協議
しています。アセスメントシート、個別支援計画は、児童の生育歴、記録などと共に育成記録に
ファイルしていつでも確認できるようにしています。個別支援計画の策定責任者に主任を配置
し、担当職員が作成した素案を基にフロアで検討を行うほか、必要に応じて看護師、栄養士の意
見を反映して策定を行っています。半年ごとに見直しを行い、フロア会議で確認しています。施設
としては、支援困難ケースの対応についての研修や工夫の必要を感じています。

　定期的に個別支援計画の評価・見直しを行っている。

<コメント>

個別支援計画は半年ごとに見直し、子どもの状況、思いを反映して必要に応じて変更し、経験の
浅い職員にはチューターがついて支援計画の見直しをしたり、子どもの状況によっては意向を一
緒に汲み取るなどしています。個別支援計画はフロア会議で確認し、ケース会議や全体会議で
職員に周知しています。アレルギー対応など健康面に関することで緊急に変更する場合は、関
係職員から全体会議で説明し、必要に応じて研修などを行い周知しています。一方、個別支援
計画の見直しにあたっては、各々の子どもの個別性に応じたより明確な課題設定と支援内容の
共有化など、さらなる職員の意識向上を図る取組が期待されます。

　標準的な実施方法について見直しをする仕組みが確
立している。

<コメント>

業務マニュアルは年1回年度末に見直しを行い、必要な修正を行って、全職員に配布している規
則書の必要部分を差し替えるなどしています。年2回の内部監査に向け業務報告書を作成し、業
務の振り返りを行い、改善策を検討し次の半期に取り組むPDCAのサイクルを取っています。半
期ごとの振り返りはフロア会議で行ったものをチーフ会議で共有、検討し、全体で確認していま
す。個別支援計画も半期ごとに見直し、必要に応じて変更しています。検討見直しに当たって
は、担当職員が個々の状況に応じて子どもたちの意向も踏まえて作成し、フロアで検討したもの
を主任が確認しています。

Ⅲ-２-（２）　適切なアセスメントにより福祉サービス実施計画が策定されている。


